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患者・国民が安心して必要な医療を受ける観点からは、現在検討が行われて
いる医師の働き方改革や、地域における医師確保対策といった医療提供者
側の取組だけでなく、患者やその家族である国民の医療のかかり方に関する
理解が欠かせない。

受診の必要性や医療機関の選択など上手に医療にかかることができれば、
患者・国民にとっても、必要なときに適切な医療機関にかかることができ、ま
た、時間外・土日の受診や大病院への患者集中による混雑などの緩和にも
つながるものである。その結果として、医療提供者側の過度な負担が緩和さ
れ、医療の質・安全確保の点からの効果が期待される。

また、企業や保険者にとっても、治療と仕事の両立にも資するものであり、患
者が必要としない受診の減少にもつながることから、幅広い関係者の共通理
解や協力が求められるものであり、各関係者の役割なども整理しながら取組
を進めていく必要がある。

上手な医療のかかり方を広めるための懇談会について

１．趣旨・検討事項

阿真 京子 「一般社団法人知ろう小児医療守ろう子ども達の会」代表理事
岩永 直子 BuzzFeed Japan News Editor（Medical担当）
城守 国斗 公益社団法人日本医師会常任理事
小室 淑恵 株式会社ワーク・ライフバランス 代表取締役社長
佐藤 尚之 株式会社ツナグ代表取締役

◎渋谷 健司 東京大学大学院医学系研究科国際保健政策学教室教授
鈴木 美穂 認定NPO法人マギーズ東京 共同代表理事
デーモン閣下 アーティスト
豊田 郁子 患者・家族と医療をつなぐ特定非営利活動法人架け橋理事長
裵 英洙 ハイズ株式会社 代表取締役社長
村木 厚子 津田塾大学客員教授
吉田 昌史 延岡市健康福祉部地域医療対策室総括主任

＜検討事項＞
（１）医療のかかり方に関する情報の収集・整理、各分

野の取組の見える化など周知すべきコンテンツ
の整理（例：「医療のかかり方ホームページ」を
特設）

（２）わかりやすいリーフレットの作成（上手な医療のか
かり方の重要性とコンテンツへのアクセス方法を
コンパクトにまとめて広める）

（３）効果的な広報の在り方（対象のセグメンテーション
と、属性に応じたメッセージや広報ツール・手法
の選択）

（４）厚生労働省の取組と各分野の団体の取組の整
理・連携の在り方

（５）その他

※五十音順、◎座長２．構成員 ３．開催経過

第１回（平成30年10月５日）
第２回（平成30年10月22日）
第３回（平成30年11月12日）
第４回（平成30年12月6日）
第５回（平成30年12月17日）
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日時等 主な議事
第１回
（平成30年10月５日）

１．医療のかかり方に関する現状について
２．医療のかかり方の周知に関する取組について（ヒアリング）
（１）民間団体の取組 阿真構成員
（２）宮崎県延岡市の取組 吉田構成員
３．自由討議

第２回
（平成30年10月22日）

１．前回の議論の整理
２．チーム医療の推進について

裵構成員からヒアリング
３．勤務医の状況

赤星参考人（勤務医）からヒアリング
４．自由討議

第３回
（平成30年11月12日）

１．ヒアリング
（１）チュージング・ワイズリー～医療の賢い選択～

群星沖縄臨床研修センター総合診療医 徳田参考人
（２）日本の医療の良さを知ったうえで今後も持続させるために

公益社団法人日本医師会副会長
今村参考人

（３）健康保険組合が取り組む広報活動について
健康保険組合連合会常務理事

河本参考人
２．これまでの議論の整理
３．自由討議

第４回
（平成30年12月５日）

１．これまでの議論の整理
２．上手に医療にかかるための５つのポイント

第５回
（平成30年12月17日）

１．「いのちをまもり、医療をまもる」国民プロジェクト宣言！

上手な医療のかかり方を広めるための懇談会における議論の経過
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救急医はとっても大変です
月 火 水 木 金 土 日
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勤務時間（週間）：99時間 宿直：月に6回 完全休日：月に2日程度
※不定期で他院での勤務あり 4

第２回上手な医療のかかり方を広める
ための懇談会 （H30.10.22）赤星参考人資料



エピソード①

• 7月下旬、久々の猛暑日

• 救急医師は１人

• 既に初療室は満床

• そこに頭痛での要請があり、当院へ搬送

• その後間もなく、胸痛を訴える方の救急要請あり

→ベッドや人手が足りずに他院に依頼

頭痛はもう1年前から時々ある
でも、今日は暑くて熱中症が心配で救急要請
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全員を助けたい

原則、断らない

その結果、緊急患者を失うことがある

• 本当は、「どんな症状でも心配だったら来てください」と

言ってあげたい

• しかし、現実は対応できる医師の人数が少なく不可能

• その結果、緊急度の低い患者さんの受け入れが多くな

ると、緊急度の高い患者さんを受け入れできなくなる
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エピソード②

• 夜間対応医師は１人で外来と救急車対応

• 日中に50人以上の外来と救急車４台を受け入れ

• 夜間も10分-30分おきに時間外受診に対応。

• 夜間受診された11人中10人が咳と鼻水、発熱な
どの風邪症状か、下痢と発熱の胃腸炎症状

• 交通事故で右腕を受傷された方が救急搬送

→右と左を間違えてレントゲンをオーダしそうになる

夜間受診された10名の方は、
本当に夜間診療でなければならなかったのか
左右を取り違いそうになったのはただのミスか
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（参考）時間外に医療にかかる層の分析
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出典：第３回NDBオープンデータ（平成28年度診療分）
人口推計（平成28年10月1日現在人口）

○ 時間外においては、他の世代と比較して、児童がより医療にかかる傾向にある。
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病気を習う機会がない！
抱っこも初めて・・・

母親学級・乳児健診で親が知っていて当
然の子どもの病気を

知る機会もないまま、親になる

軽症・重症だからではなく、
心配だから受診

知ることが大切！
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第１回上手な医療のかかり方を広める
ための懇談会 （H30.10.5）阿真構成員資料



全国の市町村で初めて制定（平成21年9月29日）

基 本 理 念

地域医療を守る 健康長寿を目指す

行政の責務

①地域医療を守るための施策の推進
②健康長寿を推進するための施策の実施

市民の責務

①かかりつけ医を持つ
②適正な受診
③医師等に対する信頼と感謝
④健（検）診の積極的受診と

日頃からの健康管理

医療機関の責務

①患者の立場の理解と信頼関係の醸成
②医療機関相互の機能分担と業務連携
③医療の担い手の確保と

良好な勤務環境の保持
④健（検）診への協力

三者
それぞれの
責務を規定
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第１回上手な医療のかかり方を広める
ための懇談会 （H30.10.5）吉田構成員資料



ピーク時の半分以下に減少！

宮崎県立延岡病院 夜間・休日救急患者数
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第５回上手な医療のかかり方を広める
ための懇談会 （H30.12.17）資料２
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子ども医療電話相談事業（#8000）

○47 都道府県で実施 （平成 30年４月１日現在）

○実施日は地域の実状に応じた対応

○実施時間帯は概ね準夜帯 （19:00 ～23:00）をカバー

○携帯電話からも短縮番号「#8000」への接続が可能

地域の小児科医師等による小児患者の保護者等向けの電話相談

地域の小児医療体制の補強と医療機関の機能分化の推進

全国どこでも患者の症状に応じた適切なアドバイスが受けられる

• 小児患者の症状に応じた迅速な対応

• 緊急性の有無を伝えることによる保護者の不安解消

地域医療介護総合確保基金により支援（平成26年度～）

実施状況

事業概要 平成16年に13都道府県から開始 → 平成22年には47都道府県へ
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#8000の認知度（調査）

平成26年7月に施行した「母子保健に関する世論調査」
内閣府大臣官房政府広報室
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国による周知の取組
これまで、国においても、#8000の周知をはじめとした医療の適切なかかり方について、ポスター等による広報

を行っている。

※このほか、劇場版「コードブルー」とタイ
アップし、医療機関へのかかり方を啓発
するポスターの作成も実施。

「それいけ！アンパンマン」が＃８０００公式キャラクターに（2016年）

21



○病院に行った方がいいの？

○救急車を呼んだ方がいいの？

○応急手当はどうしたらいいの？

概 要

住民が急な病気やけがをしたときに、救急車を呼んだほうがいいのか、今すぐ病院に

行ったほうがいいのかなど迷った際の相談窓口として、専門家から電話でアドバイスを受
けることができる。

相談を通じて、病気やけがの症状を把握した上で、以下をアドバイス。
○救急相談

例）緊急性の有無※１、応急手当の方法、受診手段※２

○適切な医療機関を案内※３

※１ 直ちに医療機関を受診すべきか、2時間以内に受診すべきか、24時間以内か、明日でも良いか等。
※２ 救急車を要請するのか、自分で医療機関に行くのか、民間搬送事業者等を案内するのか。
※３ 適切な診療科目及び医療機関等の案内を行う。

【イメージ図】

医療機関の案内

住民
医師・看護師・相談員が相談に対応

・病気やけがの症状を把握

・緊急性、応急手当の方法、受診手段、

適切な医療機関などについて助言

相談内容に緊急性があった場合、

直ちに救急車を出動させる体制を構築

原則、２４時間３６５日体制

迅速な救急車の出動

緊急性の高い症状

#7119（救急安心センター事業）

緊急性の低い症状

専用回線
（♯７１１９）

#7119（救急安心センター事業）の全国展開
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○潜在的な重症者を発見し救護
緊急(救急車)で即受診と判断された件数は、
約38万件のうち約48,000件（東京消防庁H28）

○軽症者の割合の減少

H18 60.3％ → H29(速報値)54.1％（東京消防庁）

※軽症者の減少割合に相当する人数は、救急医療相談件数
（119番転送件数を除く）の約半数

○不急の救急出動の抑制
・窓口の設置後、救急出動件数の増加率が抑制

東京：H18年からH28年(速報値)の増加率12.52％（全国平均より6.04ﾎﾟｲﾝﾄ減）
大阪：H22年からH28年(速報値)の増加率13.25％（全国平均より0.48ﾎﾟｲﾝﾄ減）

・＃7119の相談件数約38万件（H28）であり、＃7119がなかった場合、約52％である 7万3千件が119番通報さ
れ、現在の救急体制では対応が極めて困難（東京消防庁）
※急な病気やケガをした時に、もし、「♯7119」「受診ガイド」がなかったらどのような行動をとりますか

⇒ 119番通報する 51.9％ （東京消防庁 消防に関する世論調査 Ｈ28）

・管轄面積が広く出動から帰署まで長時間。１台が出動すると他の署所の救急車が遠方から出動することにな
り、相談窓口を設けて、救急車の適正利用を推進（田辺市）

① 救急車の適正利用

実施効果

※救命へと繋がった多数の奏功事例が報告されている。（例）

５０代女性 就寝前からの胸痛が続き相談
搬送後 医療機関で緊急カテーテル 予後良好

６０代男性 急にろれつがまわらなく家族が相談
搬送後 医療機関でt-PA 後遺症なし

地域の限られた救急車を有効に活用し、緊急性の高い症状の傷病者にできるだけ早く
救急車が到着できるようにすることに加え、住民が適切なタイミングで医療機関を受診
できるよう支援するためのもの。

目的
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○医療機関における救急医療相談数の抑制や♯7119を紹介し病院業務に
専念 （神戸市の調査では、事業開始後病院への相談件数が約24％減少）
２次救急病院（48病院）、市民病院群（３病院）

○医療機関における時間外受付者数が減少
（札幌市A病院：平成26年94.7％ 平成27年93.1％ 平成28年91.9％）

○横浜市救急相談センターへの相談件数は年間約11万5千件。
約73％が救急車以外での受診を勧奨（橙・黄・緑）。
約23％の2万6千件が翌日受診の勧奨・経過観察と判断（緑・白）

○医療費適正化効果として大きな効果が見込まれる。
また、規模が大きくなるほど、大きな効果が期待される。

救急医療機関の受診の適正化

H28.1.15～H29.1.14 救急相談データ
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医療費適正化効果イメージ図

適正化効果試算結果

時間外受付者数の変化
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４ 普及状況と人口カバー率

【＃7119以外の番号で実施している団体】(県単位の実施)

山形県、栃木県、千葉県、香川県

※24時間体制ではない

【実施団体】

都道府県全域

宮城県（約233万人）、埼玉県（約727万人）、
東京都（約1,352万人）、新潟県（約230万人）
大阪府内全市町村（約884万人）
奈良県（約136万人）、福岡県（約510万人）

一部実施

札幌市周辺（約205万人）、横浜市（約372万人）
神戸市（154万人）、田辺市周辺（約9万人）

【平成30年度以降、実施予定の団体】

鳥取県
広島市周辺

※奈良県、福岡県については、事業の位置づけについて整理中

25

国民の
『３７．９％』

平成30年４月１日現在

※人口は平成27年国勢調査によ
る


